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介護保険証
廃止？！
利用者・ケアマネジャーはどうなるか

大阪社保協 介護保険対策委員長
日下部雅喜

大阪社保協介護保険証廃止問題学習会 2024年11月29日大阪民医連会議室＋オンライン



介護保険証（介護保険被保険者証）

■介護保険証の「役割」
〇第1号被保険者である証明
日本に住む65歳以上の人のほぼ全員 （35,899,469人分）
被保険者番号＋個人4情報（氏名・住所・生年月日・性別）
※実際は「第1号介護保険料」の徴収対象者の「証明書」

〇介護保険の受給者である証明
要介護認定を受けた人全員（7,184,711人分）

要介護状態区分・認定年月日・認定の有効期間・区分支給
限度基準額・給付制限・居宅介護支援事者名等
＋負担割合証、負担限度額認定証

※介護保険給付の受給に必要な情報が掲載



介護保険被保険者証
被保険者番号、
住所、氏名、生
年月日、性別

要介護状態区分
、認定年月日、
認定の有効期間



介護保険証と介護保険利用

〇認定
申請：被保険者証を添えて申請（法27条第1項）

結果通知：被保険者証に記載して返付（同第7項）

〇利用

居宅介護支援：ケアプラン作成依頼届、
サービス利用時：介護保険証提示、負
担割合証確認

※ケアマネジャーと介護保険証
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はじめから「介護保険証廃止」前提！？

○ 既に交付されている被保険者証の取扱いをどのように考えるか。
※ 例えば、見直しから一定の期間は、既に要介護認定度等が記載

されている被保険者証を、サービス利用時に利用可能とするといっ
た対応が考えられる。
○マイナンバーカードを保有していない要介護認定者等への対応
をどのように考えるか。
※ 例えば、対象者に対して、被保険者資格情報が記載された書面
を交付するといった対応が考えられる。
○介護情報基盤に対応していない事業所における、被保険者資格
や負担割合の提示方法をどのように考えるか。
※ 例えば、事業所における介護情報基盤への対応が進むまでの

一定期間は、原則として全ての要介護認定者等に対して、被保険
者資格情報や利用者負担割合などが記載された書面を交付すると
いった対応が考えられる。
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「介護情報基盤」ってナニ？

〇法律改正はもう終わっている（改正法
2023年5月19日公布）

〇介護情報の共有・活用事業を「地域
支援事業」に追加
運用経費（ランニングコスト）については、地域支援事業（国が
38.5%、都道府県が19.25%、市町村が19.25%、1号保険料が23%）

〇市町村は医療保険者と共同して国保
連・支払基金に委託できる
〇施行日は「4年以内」 ⇒2026年4月1日？

※「政令」（閣議決定）で定められる



何のために（「目的」国の説明）

【介護情報基盤整備の目的】

利用者本人、市町村、介護事業所、医療機関といった関
係者が利用者に関する情報を共有、活用できる介護情報
基盤を整備することにより、これまで紙を使ってアナログに
やりとりしていた情報を電子で共有できるようになり、業務
の効率化（職員の負担軽減、情報共有の迅速化）を実現
できる。

さらに、今後、介護情報基盤に蓄積された情報を活用す
ることにより、事業所間及び多職種間の連携の強化、本人
の状態に合った適切なケアの提供など、介護サービスの
質の向上に繋がることも期待される。
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事業のイメージ
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共有される情報は 赤字は新たに介護情報基盤で共有される情報

〇ケアマネジャー

①認定調査票②主治医意見書③介護保険証④LIFE情報（利用者
フィードバック票）⑤住宅改修費・福祉用具購入費利用情報

〇介護事業者

①介護保険証② LIFE情報（利用者フィードバック票）③ケアプラ
ン（居宅サービス計画書(1)、居宅サービス計画書(2)、週間サー
ビス計画表、利用票、利用票別表）

〇市町村

①主治医意見書② LIFE情報（利用者フィードバック票）③ケアプ
ラン（居宅サービス計画書(1)、居宅サービス計画書(2)、週間
サービス計画表、利用票、利用票別表）

〇利用者（マイナポータル）

①介護保険証②ケアプラン（居宅サービス計画書(1)、居宅サービス計画
書(2)、週間サービス計画表、利用票、利用票別表）③ LIFE情報（利用
者フィードバック票）④住宅改修費・福祉用具購入費利用情報
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自治体もケアマネも事業者も利用者も

みーんな「便利」に？

本当か？
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介護保険証廃止・介護情報基盤の問題点

〇「本人同意」、アクセス

※ケアマネジャーに多大な負担

〇ケアプラン情報等共有の次に来るもの

※ケアプランを日常的に監視

〇ケアマネジャーの生産性向上

※担当利用者件数のさらなる増加
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ケアプランデータ連携システム
の普及が不可欠



ケアプランを日常的に自治体が監視

なお、将来的には、

・介護情報基盤上の膨大なケアプラン情報をＡＩに学習
させることにより、ＡＩを活用したケアプラン作成支援
の実用化に資する

・同一条件（要介護度、年齢、地域等）に当てはまるモ
デルケアプランを閲覧する

・認知症の利用者の代わりに介護情報基盤上で家族がケ
アプランについて確認を行い同意する

・市町村が市町村内の全てのケアプランを閲覧し、それ
らを分析することで、地域の課題を網羅的に把握する

等ができるようになると期待される。
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利用者35：ケアマネ1 ※39件まで可能
要支援者は2分の1換算

↓
利用者44：ケアマネ１
要支援者は３分の1換算

利用者49：ケアマネ１（データ連携システム＋事務員）

居宅訪問面談は
月1回 → 2か月1回（テレビ電話活用）
※要支援者は3ヶ月1回⇒6ヶ月1回
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当面、必要なこと

〇全国医療情報プラットホーム・介護情報
基盤の「狙い」と問題点を学ぶ

〇介護保険証廃止の問題点を具体的に明ら
かにする

〇介護現場の実態、人手不足に対する
要求

※「生産性向上」に巻き込まれない

〇2026年4月介護情報基盤全国運用を
させない
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